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１．「近未来技術実証プロジェクト」提案募集結果（概要） 
 

○提案総数：70件 

○提案主体：144主体（自治体 33、民間企業等 111） 

○主な提案分野及び提案者については以下のとおり。 
 

主な分野 

（提案数/主体） 

主な提案者 

自動飛行 

提案数：33 

提案主体：63 

（自治体 20、民間等 43） 

仙台市（宮城県）、仙北市（秋田県）、福島県、茨城県、つくば市（茨城

県）、茂木町（栃木県）、成田市（千葉県）、新潟市（新潟県）、松本市（長

野県）、伊那市（長野県）、静岡県、愛知県、養父市（兵庫県）、十津川村

（奈良県）、広島県、高知県、大川村（高知県）、北九州市（福岡県）、人

吉市（熊本県） 

ＮＴＴコミュニケーションズ㈱、熊本大学、（独）産業技術総合研究所、

静岡スカイテック㈱、三菱重工㈱、ヤマハ発動機㈱  等 

自動走行 

提案数：22 

提案主体：46 

（自治体 14、民間等 32） 

岩見沢市（北海道）、仙台市（宮城県）、茨城県、つくば市（茨城県）、伊

那市（長野県）、駒ケ根市（長野県）、愛知県、豊田市（愛知県）、十津川

村（奈良県）、北九州市（福岡県）、長崎県、南島原市（長崎県）、小林市

（宮崎県）、久米島町（沖縄県） 

インクリメント・ピー㈱、慶應義塾大学、東北大学、日本電気㈱、富士

重工㈱  等 

遠隔医療 

提案数：21 

提案主体：43 

（自治体 9、民間等 34） 

川根本町（静岡県）、愛知県、豊田市（愛知県）、養父市（兵庫県）、十津

川村（奈良県）、長崎県、人吉市（熊本県）、小林市（宮崎県）、沖縄県 

特定非営利活動法人遠隔医療推進ネットワーク、京都府立医科大学、（一

社）新見医師会、三井物産㈱  等 

遠隔教育 

提案数：４ 

提案主体：４ 

（自治体２、民間等２） 

伊那市（長野県）、小林市（宮崎県） 等 

※複数分野が組み合わされた提案、複数主体からの提案が含まれるため、各分野の提案数、提案

主体数を足し合わせると提案総数、提案総主体数を超過する。 
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２．各分野において、少なくとも特区において実現すべき規制改革事項（例） 

 

 

（１）自動飛行 

○航空法第 99条の２及び同法施行規則第 209条の４において、無人航空機につ

いては、地表又は水面から 250ｍ以上（航空路内においては 150ｍ以上）の飛

行が制限されているところ、当該規定を緩和する。 

 

○無人航空機の長距離飛行等を可能とするため、電波法令において、無人航空機

が利用可能な周波数帯を拡大するとともに、出力制限を緩和する。 

 

 

（２）自動走行 

○自動走行の公道実証実験について、一定の条件の下、道路交通法第 70条に規

定されている車両等の運転者に課されている安全操作履行義務等の適用を免

除する。 

 

 

（３）遠隔医療 

○中山間地域及び離島等医療機関へのアクセスが困難な地域以外においても、

初診及び急性期の疾患に対しても、一定の場合は、医師の判断の下、遠隔診療

が可能であることを明確化する。また、遠隔診療通知別表の慢性期疾患の対象

が例示列挙であることを明確化するとともに、テレビ電話を使用した遠隔診

療も診療報酬の対象とする。 

 

○患者からの依頼があった場合、医師が処方せん原本を当該医療機関から調剤

薬局にインターネット等で送信することで医薬品の交付を受けることを可能

とする等、院外処方せんの電子化を先行実施する。 

 また、調剤した医薬品を患者に交付する際に、薬剤師がテレビ電話等で情報提

供を行うとともに、民間事業者等の配達を可能とする。 

 

 

（４）遠隔教育 

○中山間地域等の条件不利地域における子ども同士のコミュニケーションの円

滑化等に資するため、地方創生を推進する観点から、義務教育においても、通

信制の課程を設置可能であることを明確化するなど、ＩＣＴを活用した遠隔

教育を可能とする。 
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